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※国や県との人事交流によるものを含みます。

※再任用短時間職員は、再任用に含みません。

　　※本表の職員数には、市長、副市長、教育長は含まれておりません。

933142 129 98 83 105 0

人 人 人

職員数 12 51 72 67 71 103

人 人 人 人 人 人人 人 人 人

～ 以上

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

～ ～ ～ ～ ～ ～

48歳 52歳 56歳 60歳

計区分 未満 ～ ～ ～

　ウ　年齢別職員構成の状況（平成28年4月1日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳

47歳 51歳 55歳 59歳

増減数 △30人 △12人 △49人 △11人 1人

933人職員数 1,004人 992人 943人 932人

区分 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

52人 0人

　イ　職員数の年次別推移（各年4月1日現在）

事務の統廃合

特定任期付(弁護士) 1人 0人 1人

合計 933人 932人 1人

消防職 148人 148人 0人

労務職 101人 105人 △4人

花巻市の人事行政の運営等の状況

１　任免及び人数の状況
(1)　採用及び退職の状況（平成27年度）

項目
一般職員

新規採用 新規再任用 退職者 再任用満了

（平成28年）

行政職 683人 679人 4人 任期付保育士の採用

(2)　職員定数管理の状況

　ア　職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日）

区分
平成28年 平成27年 対前年増減数 主な増減理由

（a） （b） (a)-(b)

　採用者数（H27.4.2～H28.4.1） 53人

　退職者数（H27.4.1～H28.3.31)
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合計 683 100

部
長
級

13 1.9
総合支所長 3
議会事務局長 1

計 13

７級
１　部長及び総合支所長の職務
２　議会事務局の事務局長の職務

13 1.9

部長 9

次
長
級

3 0.4
国体推進次長 1
参事 1

計 3

6
計 61

６級
１　次長及び会計管理者の職務
２　困難な業務を行う課長の職務

3 0.4

会計管理者 1

課
長
級

61 9.0

室長 3
議会事務局次長 1
事務局長 2
館長、所長

５級
１　課長の職務
２　委員会等の事務局の長の職務
３　困難な業務を行う課長補佐の職務

61 9.0

課長 39

3
監 7
主幹

課
長
補
佐
級

143 20.9

主任主査 57

園長 17

副館長、副所長 4

計

４級
１　課長補佐の職務
２　困難な業務を行う係長の職務

143 20.9

課長補佐 65

143

91

主査 99 係
長
級

162 23.7係長 63

計 253

主
任
級

172 25.2計 81

３級
１　係長の職務
２　困難な業務を行う主任の職務

253 37.0

上席主任

２級 主任の業務 81 11.9
主任 81

89
主
事
級

129 18.9
技師 4
保育士 36

計 129

職名 人 段階 人 ％

１級 定型的な業務を行う職務 129 18.9

主事

(3)　等級及び職制上の段階ごとの職員数の状況（平成28年4月1日現在）

　ア　行政職給料表

職務の級 基準となるべき職務
合計 内訳 職制上の段階

人 ％
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合計 101 100

18
計 18

主任技能主査 22

計 23

５級
１　技能主幹の職務
２　技能副主幹の職務

18 17.8
技能副主幹

４級 主任技能主査の職務 23 22.8

係長 1

43

上席技能主任 11

計 54

計 6

３級
１　技能主査の職務
２　上席技能主任の職務

54 53.5

技能主査

２級 技能主任の職務 6 5.9
技能主任 6

0

0

0

計 0

１級

１　運転技師の職務
２　調理師の職務
３　技術員の職務
４　校務員の職務
５　園務員の職務
６　館務員の職務

0 0

0

　ウ　労務職給料表

職務の級 基準となるべき職務
合計 内訳

人 ％ 職名 人

計 1

合計 148 100

７級 消防監の職務 1 0.7
消防長 1

課長 3
署長 2

計 6

18

６級 消防司令長の職務 6 4.1

次長 1

係長 4
副署長 2
分署長 2
副分署長

５級 消防司令の職務 18 12.2

課長補佐 6

2
分遣所長 2

計

主任 15
分遣所長代理 2

計 36

４級 消防司令補の職務 36 24.3

係長 19

３級 消防士長の職務 26 17.5
消防士長 26

計 26

19
計 19

計 42

２級 消防副士長の職務 19 12.8
消防副士長

１級 消防士の職務 42 28.4
消防士 42

％ 職名 人

　イ　消防職給料表

職務の級 基準となるべき職務
合計 内訳

人
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　　本市においても、「花巻市職員の人事評価実施規定」により、評価基準の明示や評価結果の本人へ

　の開示などの仕組みを導入し、評価の観点として「能力評価」と「業績評価」の両面から評価して、

　人事管理の基礎とすることを定めています。

　　取り組みの状況としては、公正な評価の確保のために評価者を対象とした定期的な研修を実施し、

　導入初年度の評価手続きに向けて取り組んでおります。

　　　　※国の平均給料月額は、平成27年4月1日現在のものです。

260,400円

(4)　平均給料月額と平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）

技
能
労
務
職

高
校
卒

初任給 142,000円

採用２年経過後の給料額 151,500円

経験
年数

　７年以上１０年未満

技能労務職 303,200円 49.1歳 289,141円 50.2歳

224,700円

１０年以上１５年未満 261,300円

１５年以上２０年未満 305,800円

　※給与費は当初予算に計上された額です。

　※職員給与費には、給料及び扶養、通勤、住居等の諸手当を含み、退職手当負担金・児童手当は含みません。

(3)　職種別・学歴別初任給及び経験年数別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

一
般
行
政
職

大
学
卒

初任給 176,700円

採用２年経過後の給料額 190,200円

経験
年数

一般行政職 310,100円 42.6歳 334,283円 43.5歳

区分
花巻市 国

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

-

１０年以上１５年未満 233,800円

１５年以上２０年未満

921人 3,365,202千円 678,347千円 1,241,141千円 5,284,690千円 5,738千円

１５年以上２０年未満 274,400円

A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B B/A

15.8% 16.0%

　　※人件費には、一般職と特別職の職員の給与、報酬のほか共済組合負担金、退職手当負担金、公務災害補償費等を含みます。

(2)　給与費の状況（平成28年度一般会計当初予算・一般職）

職員数 給与費 一人当たり給与費

高
校
卒

初任給 144,600円

採用２年経過後の給料額 154,300円

経験
年数

　７年以上１０年未満 207,200円

１０年以上１５年未満 230,700円

７年以上１０年未満

（H27年度末） A B （Ｂ／Ａ） 平成26年度の人件費率

平成27年度 98,351人 49,268,565千円 1,551,928千円 7,801,581千円

　ればならないこととされています。

３　給与の状況
(1)　人件費の状況（普通会計決算見込額）　

区分
住民基本台帳人口 歳出額

実質収支
人件費 人件費率 （参考）

２　人事評価の状況
　　地方公務員法の改正により、平成28年度から人事評価制度が法律上の制度として導入された。人事

　評価は、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するため、公正かつ定期的に行わなけ
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寒冷地手当

基準日（11月から3月までの各月の初日）に在職する
職員に支給
11月から3月までの間において、月額7,360円から、
17,800円までの範囲で定額支給

同 58,655千円 64,457円

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員の職のうち、指定す
る職にある職員に対して47,000円から70,800円まで
の範囲で定額支給

同 49,260千円 648,162円

単身赴任手当

勤務所を異にする異動に伴い転居し、やむを得ない
事情により配偶者と別居し、単身で生活することと
なった職員等で、異動前の住居から勤務所までの距
離が原則60キロメートル以上の職員に対して、距離
に応じて、月額30,000円～100,000円の範囲で定額支
給

同 1,848千円 369,600円

通勤手当

①電車・バスを利用する場合
運賃等相当額に応じて50,000円を上限として支給
②乗用車などを使用する場合
使用距離等に応じて2,000円から23,400円までの範囲
で支給
③異動により特急・高速道路などを利用することが
必要になった場合
負担している特急・高速道路料金などの額の2分の1
（20,000円を限度）を加算

同 64,952千円 84,136円

住居手当

借家　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給

単身赴任手当受給者の留守家族が借家に居住する場
合
職員本人が居住する場合の手当額の2分の1

同 36,277千円 281,219円

扶養手当

配偶者13,000円
配偶者以外の扶養親族
1人あたり6,500円
（ただし、扶養親族でない配偶者がある場合の1人目
は6,500円、配偶者がない場合の1人目は11,000円）
満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子がい
る場合の加算額
1人につき、5,000円

同 102,506千円 222,357円

(5)　給与水準の状況

　当該団体の給与水準を他の団体や国と比較する方法としてラスパイレス指数による方法がとられて
います。このラスパイレス指数は、比較団体相互間の職員構成を同一にして、職種別、学歴別及び経
験年数別に区分した職員数と平均給料月額を用いて算出するものです。
　国を100とした場合の平成27年4月1日現在における本市職員のラスパイレス指数は、92.4です。

(6)　主な職員手当の状況

　ア　扶養手当、住居手当、通勤手当（平成28年4月1日現在）

手当名 内容及び支給単価

国の
制度
との
異同

支給実績
（27年度決
算見込）

支給職員１
人当たり平
均支給年額
（27年度決
算見込）
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※時間外勤務手当と休日勤務手当を合算したものです。

1) 1件当たり440円

2) 1件当たり440円

3) 1件当たり220円

4) 1回当たり3,300円

5) 1日当たり330円

6) 1日当たり330円

7) 1回当たり700円救急業務手当
消防組織法第12条に規
定する消防職員

救急患者救助、医療
機関への搬送

4,238千円

除雪作業手当
除雪作業に従事する職
員

除雪車による除雪作
業、除雪車誘導

22千円

用地交渉手当
土地の取得、損失の保
障交渉に従事する職員

現地での土地取得又
は損失の交渉

47千円

清掃作業手当
不快な業務に従事する
職員

犬猫等死体処理 48千円

行路死病人等取扱手当
社会福祉事務に従事す
る職員

行路病死人の取扱業
務

税務職員手当
市税の徴収に関する業
務に従事する職員

滞納処分 201千円

防疫作業手当
感染症等の防疫に従事
する職員

感染疾病者等輸送、
汚染物件の消毒

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算見込） 110,157円

職員全体に占める手当支給職員の割合 15.0%

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
（27年度決算見込）

左記職員に対する
支給単価

職員１人当たり支給年額 342,219円 337,593円

　エ　特殊勤務手当　（平成28年4月1日現在）

支給実績（平成27年度決算見込） 15,422千円

　ウ　時間外勤務等手当　（平成28年4月1日現在）

区分 平成27年度決算見込 平成26年度

支給総額 292,939千円 293,706千円

神奈川県平塚市 10% 1人 10%

宮城県仙台市 6% 1人 6%

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 20% 1人 20%

　イ　地域手当　（平成28年4月1日現在）

支給実績（平成27年度決算見込） 988千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算見込） 329,308円

休日勤務手当

祝日法による土日等及び年末年始の休日等において
正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、勤務1
時間につき、勤務1時間当たりの支給額に135/100か
ら160/100までの範囲の割合に乗じて得た額を支給

同 48,117千円

夜間勤務手当

正規の勤務時間（午後10時から翌日の午前5時までの
間）に勤務することを命ぜられ勤務した全時間に対
して、勤務1時間につき、勤務1時間当たりの給与額
に100分の25割を乗じて得た金額を支給

同 13,520千円

管理職員特別
勤務手当

管理職員が週休日又は休日等（以下「週休日等」）
に勤務した場合に支給（勤務1回あたり8,000円以
内）
週休日等以外の日の午前0時から午前5時までの間で
あって正規の勤務時間以外に勤務した場合に支給
（勤務1回あたり4,000円以内）

同 119千円
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8) 1回当たり1,100円

9) 1回当たり240円

※一般行政職の加算率

3級

4,5級

6,7級

※支給割合は、国と同じです。

　

月分

月分

月分

４　勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)　勤務時間の状況（正規の勤務時間）

　ア　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり38時間45分とする。

　　（花巻市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第２条第１項）

　イ　職員の勤務時間の割振りは、午前８時30分から午後５時15分までとする。

　　なお、この勤務時間中に午後零時から60分の休憩時間を置く。（職員の勤務時間に関する規程第２条）

副議員 369,000円 計 3.100

議員 339,000円

副市長 677,000円 6月期 1.55

議長 431,000円 12月期 1.55

　特別職の職員のうち、市長、副市長あるいは市議会議員の報酬などです。

○特別職の報酬など（平成28年4月1日現在）

区分 報酬等月額 期末手当

市長 826,000円

最高限度 49.59月分 49.59月分

一般職員の退職手当の1人当たり平均支給額
（平成27年度）

17,166千円

(7)　特別職の報酬などの状況

応
募
・
定
年

勤続20年 25.55625月分 25.55625月分

勤続25年 34.5825月分 34.5825月分

勤続35年 49.59月分 49.59月分

29.145月分

勤続35年 41.325月分 41.325月分

最高限度 49.59月分 49.59月分

　　この支給率は国と同じです。

区分 花巻市 国

自
己
都
合

勤続20年 20.445月分 20.445月分

勤続25年 29.145月分

加算措置の状況（職務の級等による加算措置）
5.0%

10.0%

15.0%

　カ　退職手当の状況（平成28年4月1日現在）

　　退職手当の額は、退職したときの給料月額にこの表に示すような支給率を乗じて得た額となります。

期末手当 1.225月分 1.375月分 2.6月分 （平成27年度決算見込）

勤勉手当 0.77月分 0.77月分 1.54月分 1,334,674円

出動手当
消防組織法第12条に規
定する消防職員

火災、災害、救助の
ための現場出勤

379千円

　オ　期末・勤勉手当の状況（平成28年4月1日現在）

区分 6月期 12月期 計 １人当たり平均支給年額

夜間特殊業務手当
消防組織法第12条に規
定する消防職員

夜間勤務 10,487千円
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※総付与日数には、前年からの繰越を含んでいます。

0人 0人取得職員数 0人 0人 0人 0人 0人

 取得期間

期間 1月以下
1月超え
2月以下

2月超え
3月以下

3月超え
4月以下

4月超え
5月以下

5月超え
6月以下

計

取得職員数 0人 0人 0人 0人 0人

要介護者の続柄枠 配偶者 父母 子 その他 計

1人 4人

　　※取得した職員は、ありませんでした。

(5)　介護休暇の取得状況（平成27年度）

　　配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があるものの介護をする

　ために、６月の範囲内で介護休暇を取得することができます。

計 1人 2人 0人 0人 0人

0人 0人

女性職員 1人 2人 0人 0人 0人 1人 4人

男性職員 0人 0人 0人 0人 0人

計
2年以下 3年以下 4年以下 5年以下

0人 17人

　イ　部分休業の承認期間（平成27年度中に新たに取得した職員に限る。）

期間
1年以下 1年超え 2年超え 3年超え 4年超え 5年超え

計 0人 13人 3人 1人 0人

0人 0人

女性職員 0人 13人 3人 1人 0人 0人 17人

男性職員 0人 0人 0人 0人 0人

2年超え 2年6月超え
計

1年以下 1年6月以下 2年以下 2年6月以下 3年以下

(4)　育児休業及び部分休業の利用状況（平成27年度）

　　育児休業は最大で３年間取得可能であり、また、子を養育するための継続的な勤務を促進し、職員の

　福祉と公務の円滑な遂行を確保するための制度として部分休業の制度を設けており、１日２時間の

　範囲内で部分休業を取得することが可能です。

　ア　育児休業の承認期間（平成27年度中に新たに取得した職員に限る。）

期間
6月以下 6月超え 1年超え 1年6月超え

生後１年に達しない子を育てる職員のその子の保育
のための時間

１日２回それぞれ１時間の期間

夏季休暇 原則として連続する５日の範囲内の期間

小学校終了までの子の看護のための休暇 １年に５日の範囲内の期間

結婚休暇 連続する７日の範囲内の期間

産前休暇
６週間以内（母性保護のために必要がある場合は
８週間以内）に出産する予定である女性職員が請
求した場合、出産の日までの請求した期間

産後休暇 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

※対象職員は、市長部局(交代制勤務の除く)で、当該期間の採用者及び退職者並びに休職者及び育児休業者等を除いています。

(3)　特別休暇の導入状況（主な特別休暇と付与日数）（平成27年度）

内容

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間

ボランティア休暇 ５日の範囲内の期間

（a） （b） （c） （b）/（ｃ） （b）/（a）

19,777日 4,738日 504人 9.4日 24.0%

(2)　一般職員の年次有給休暇の使用状況（平成27年1月1日～平成27年12月31日）

総付与日数 総使用日数 対象職員数 平均使用日数 消化率
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計 0人 0人 0人 0人 0人

その他 0人

道路交通法違反による場合 0人

公職選挙法違反による場合 0人

傷害・暴行による場合 0人

横領による場合 0人

収賄による場合 0人

(3)　刑事処分者数

事件の種類 懲役 禁錮 罰金 科料 計

計 0人 1人 3人 3人 7人

監督責任 2人 2人 4人

道路交通法違反 1人 1人

収賄等関係 0人

一般非行関係 0人

一般服務違反関係 1人 1人 2人

給与・任用に関する不正 0人

　※同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、その数を重複して計上しています。

(2)　懲戒処分者数（行為別）

処分の具体的事由 免職 停職 減給 戒告 計

計 0人 45人 0人 0人 45人

条例で定める事由による場合 0人

刑事事件に関し起訴された場合 0人

職制、定数の改廃等により廃職、過員を生じた場合 0人

職に必要な適格性を欠く場合 0人

心身の故障の場合 45人 45人

計

勤務実績が良くない場合 0人

　　職員の配偶者が外国で勤務等することとなり職員がそれに同行する場合、３年を限度に休業の取得

　が可能です。なお、休業期間中の給与は支給されません。

５　分限及び懲戒処分の状況（平成27年度）
(1)　分限処分者数

処分事由 免職 休職 降任 降給

　　国内外の大学、大学院等を履修する場合２年、独立行政法人国際協力機構（JICA）が行う開発途上

　地域での奉仕活動への参加の場合は３年を限度に休業の取得が可能です。なお、休業期間中の給与は

　支給されません。

(7)　配偶者同行休業

　　配偶者同行休業は、公務において活躍することが期待される有為な地方公務員の継続的な勤務を促

　進することを目的として設けた制度です。

(6)　自己啓発等休業及び修業部分休業

　　自己啓発を自発的・積極的に行う職員を支援するため、大学等における修学や国際貢献活動を希望

　する常勤の職員に対し、職員の身分を保有したまま職務に従事しないことを認める制度です。
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新規採用職員研修、一般職員研修、監督者級研修、管理者級研修等

- 1 - - 1

(4)　不利益処分に関する不服申立の状況（平成27年度）

平成26年度末 平成27年度中 平成27年度中処理件数 平成27年度末

係属件数 要求件数 却下 判定 係属件数

係属件数 要求件数 却下 判定 係属件数

- - - - -

※臨時・非常勤職員は除く。

※通勤災害は含んでおりません。

(3)　勤務条件に関する措置の要求（平成27年度）

平成26年度末 平成27年度中 平成27年度中処理件数 平成27年度末

平成27年度認定件数 3件 2件 3件 8件

平成26年度認定件数 1件 1件 2件 4件

(2)　公務災害補償の状況（平成27年度）

一般職 技能労務職 消防職 計

平成27年度 927人 895人 96.5%

平成26年度 944人 915人 96.9%

(1)　厚生福利事業の概要

○職員の健康診断の状況（平成27年度）

対象職員数 受診者数 受診率

派遣研修
平塚市、自治大学校、東北自治研修所、中堅職員能力向上講座、民間派遣
研修等

19人

計 1,984人

７　福祉及び利益の保護の状況

基本研修
223人

(階層別研修)

特別研修
コンプライアンス研修、臨時・非常勤職員研修、接遇研修、メンタルヘル
ス研修、交通安全研修等

1,742人

６　服務の状況（平成27年度）
　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げ
てこれに専念しなければならないこととされています。この趣旨を具体的に実現するため、地方公務員法
等によって、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務上知り得た秘密を守
る義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事制限等、民間企業の勤労者とは異なる
服務上の強い制約が課されています。
　これらの服務規律を保持するため、懲戒制度が設けられており、その懲戒処分の状況は、５(２)のとお
りです。
　本市においては、花巻市職員倫理規程（平成25年5月2日花巻市訓令第8号）を制定し、職員が常に認識し
ておかなければならない基本的な心構えや職員が遵守すべき倫理行動基準を規定するとともに、職員の職
務に利害関係を有する者からの贈与の禁止及び制限等に関して規定しています。
　また、所属長による職員に対してコンプライアンスに関する訓示や、職員を対象とした公務員倫理研修
を開催する等、コンプライアンス推進体制の構築に向けた取組を行っています。

７　研修の状況
　　研修の実施状況（平成27年度）

研修区分 研修の概要 修了者数


